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１．鉄鋼製造における省エネルギー・地球温暖化対策について

○これまでの鉄鋼業における省エネルギーへの取組み

２．製品開発等を通じた省エネルギー・地球温暖化対策への貢献

○需要家ニーズに対応したエコプロダクツの開発

３．鉄鋼業における国際的なセクトラル・アプローチ

○日中鉄鋼業交流会、ＡＰＰ、国際鉄鋼協会等でのセクトラル・アプローチ
についての取組み

本日の内容本日の内容

４．ポスト京都議定書に向けて

○京都議定書の評価を踏まえた、新たな枠組みの構築
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○これまでの鉄鋼業における省エネルギーへの
取組み

１．鉄鋼製造における省エネルギー・
地球温暖化対策について

１．鉄鋼製造における省エネルギー・
地球温暖化対策について
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省エネルギー技術省エネルギー技術

他産業・社会
廃プラ、廃タイヤ等

鉄鋼製品 粗鋼11300万ｔ

副生
ガス

燃料ガス

54%

20%

共火２６％

副生ガス活用

100%

発電所

副産物
4724万ｔ

廃棄物

１%
最終処分量

69万ｔ

再資源化率

99%

外販
（スラグ3655万ｔ）

セメント原料
他産業

社内発生スクラップ
（1519万ｔ）

購入スクラップ

鉄鋼石

（12200万t）

石炭

（6600万t）

エネルギー
（1800ＰＪ）

電力
(5100万MWh）

工業用水
（13億m3）

エネルギー等 主な原料

744ha

廃熱回収発電
370万MWh

回収電力
2500万MWh 

資源リサイクルエネルギー効率化
温暖化問題

２００５年度 鉄鋼連盟資料より

鉄鋼製造プロセスとエネルギー・資源循環鉄鋼製造プロセスとエネルギー・資源循環
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省エネルギー技術省エネルギー技術

鉄鋼業の省エネルギー及び環境投資累積額の推移鉄鋼業の省エネルギー及び環境投資累積額の推移
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省エネ 環境

（年度）

省エネ２０％達成 省エネ１０％目標 2010年度

（億円）

省エネ対策

環境対策

出所：2001年度以前＝「主要産業の設備投資計画」、2002年度以降＝「設備投資調査」

省エネ２０％達成省エネ２０％達成
1971年度～1989年度で
３兆円の設備投資

省エネ１０％目標省エネ１０％目標
1990年度～2006年度で
１.５兆円の設備投資
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1970年代 1980年代 1990年代 2000年代

工程連続化／工程省略（CC、CAPL等）

大型排熱回収設備の導入（TRT、CDQ等）

増エネ（高付加価値化、環境対策等）

排熱回収増強・設備効率化

資源リサイクル（廃プラ、廃タイヤ等）

非微粘炭比率拡大（PCI、石炭調湿）副生ガス回収強化→脱石油

グ
ロ
ス
消
費

省エネルギー技術省エネルギー技術

省エネルギーへの取組の推移省エネルギーへの取組の推移

革新製鉄技術（次世代コークス炉）

エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費

‘73年 ‘80年 ‘90年 ‘00年 （‘10年）

ネ
ッ
ト
消
費

回収エネルギー

排熱回収発電等 廃プラ等

工程連続化等 高付加価値・環境対策等
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Japan

Germany USA

China

Russia

Korea

[ % ]

Sources : IISI

省エネルギー技術省エネルギー技術

工程連続化/工程省略 （連続鋳造法)工程連続化/工程省略 （連続鋳造法)

日本は、世界に先駆け高い連続鋳造比率を達成

造塊法（従来型）

連続鋳造法 （溶鋼から直接鋼片（スラブ）を製
造）

省エネ： ３５ 万Kcal/t-s（約６％）

CO2減： １３ 百万ｔ-CO2／年

スラブ

連続鋳造比率

造塊 均熱炉 分塊圧延機

スラブ
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省エネルギー技術省エネルギー技術

排熱回収技術 （ｺｰｸｽ乾式消化法：CDQ)排熱回収技術 （ｺｰｸｽ乾式消化法：CDQ)

省エネ： ４０万 Kcal/t-coal （高炉ベースで
４％）

CO2減： ６ 百万ｔ-CO2／年

50

85

コークス
炉

コークス移送台
車

コークス炉

コンベアー

循環ファン

ダストキャッチャー

コークスバケット

冷却コークス

クーリングチャンバー 排熱ボイラ
ー

タービン発電機

発電機

33

0 50 100

ﾄﾞｲﾂ

ｲｷﾞﾘｽ

米国

韓国

日本

(％)

0

0

95
（2006

（ＣＤＱ：Coke Dry Quenching）

赤熱コークスの湿式消化法（従来型）

コークス乾式消化法（ＣＤＱ）

（不活性ガスで消化し、顕熱を回収）
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省エネ： ２０ ％（対従来炉）

CO2減： ４０ 万ｔ-CO2／年・基

国家プロジェクトで開発

1994年から鉄鋼連盟として

経産省のプロジェクトに参画

世界初の実用化

新日鐵大分製鉄所にて

2008年2月に稼動開始

省エネルギー技術省エネルギー技術

革新製鉄技術 (次世代コークス炉)革新製鉄技術 (次世代コークス炉)

次世代コークス炉

・石炭資源の有効利用 ・生産性拡大

・環境改善（N0x、発塵等） ・省エネルギー

乾留設備 改質設備
事前処理設備

気流加熱塔

熱間成形機

石炭

無煙挿入装置

改質ﾁｬﾝ
ﾊﾞｰ

高炉
消火

ｺｰｸｽ

高ｼｰﾙ炉蓋

密閉輸送

無煙排出密閉押出

微粉 粗粒

上昇管集塵装置
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コークス炉コークス炉

40% 40% COGCOG

40% 40% 炭化水素油炭化水素油

20% 20% コークスコークス

発電所発電所 燃燃
料電池（将来）料電池（将来）

プラスチック原料プラスチック原料 塗塗
料等料等

高炉還元材高炉還元材

廃プラスチック等の有効活用廃プラスチック等の有効活用

・コークス炉を活用したケミカルリサイクル
・2006年度は17万t 処理。今後、処理能力増強予定

鉄鋼業では、製鉄プロセスを使用し、廃プラスチック等を資源化
2006年度、約40万t を処理（目標100万t ）

新日鐵の廃プラスチックリサイクル

ケミカルリサイクル（化学反応を用いてリサイクル）

省エネルギー技術省エネルギー技術
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日本 韓国 ＥＵ 大規模 全国 米国 ロシア

中国

一貫製鉄所のエネルギー原単位の国際比較
（日本＝100とした指数）

出所：韓国鉄鋼協会、中国鋼鉄工業協会、個別ヒアリング等の情報より作成

（注）中国のデータについては、BOUNDARY、定義等不明

省エネルギー技術省エネルギー技術

一貫製鉄所のエネルギー原単位の国際比較一貫製鉄所のエネルギー原単位の国際比較

(2005)

日本＝100とした時の指数
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○需要家ニーズに対応したエコプロダクツの開発

２．製品開発等を通じた省エネル
ギー・ 地球温暖化対策への貢献

２．製品開発等を通じた省エネル
ギー・ 地球温暖化対策への貢献
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溶接部高靭性高強度厚鋼板HTUFF等施工効率向上建築・土
木・その他

高強度ラインパイプエネルギー輸送効率向上

高温用ボイラー鋼管発電効率向上電力・エネ
ルギー

高吸熱性鋼板熱放出性の向上

プレコート鋼板、高加工性ステンレス薄板ユーザーの加工工程簡略化

ハイドロフォーム加工用鋼管等ユーザーの加工工程簡略化

高効率無方向性電磁鋼板ハイブリッド車用モーター高効率化

高強度鋼板・鋼管・棒線材軽量化・衝突安全性向上自動車

省エネルギー

トランス効率向上

モーターの効率向上

コンテナ船の大型化

スチールハウス

高効率方向性電磁鋼板

高効率無方向性電磁鋼板家電・電機

高強度高靭性厚板造船

エコプロダクツ需要家ニーズ

エコプロダクツエコプロダクツ

需要家ニーズに対応したエコプロダクツの開発需要家ニーズに対応したエコプロダクツの開発



14Copyright (C) 2008 NIPPON STEEL Corporation All Rights Reserved.ＧＩＥＳ ２００８

エコプロダクツエコプロダクツ

軽量化のための自動車用高強度鋼板軽量化のための自動車用高強度鋼板

高強度鋼板比率とCO2 削減量

0

500

1000

CO2 削減量

（万ｔ）

1995 2003 2006

軽量化による
燃料削減

高強度鋼板
比率（％）

40

30

（国内販売７６０万台） （国内販売８５０万台） （国内販売９８０万台）

高強度鋼板の適用拡大で自動車が軽量化。これにより燃費が向上し、ＣＯ２削減に貢献

（財）日本エネルギー経済研究所資料より作成

高強度鋼板比率

鋼材削減による
製造エネルギー減
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エコプロダクツエコプロダクツ

自動車用高強度鋼板の適用事例自動車用高強度鋼板の適用事例
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天然ガス車

電気自動車

ハイブリッド

出典：JIMA，推定

（単位：千
台）

ハイブリッド車用無方向性電磁鋼板ハイブリッド車用無方向性電磁鋼板

エコプロダクツエコプロダクツ

新日鐵では、国内ハイブリッド車モーター用
電磁鋼板の出荷が2000年→2005年で8倍

ハイブリッド車の駆動モーターとして、エネルギーロスの少ない（低鉄損）高磁束
密度の電磁鋼板を提供

2008年度ハイブリッド車
見通し1,000千台

≪高効率無方向性電磁鋼板≫

ＨＥＶモーター用材料

⇒ 大幅な燃費改善
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エコプロダクツエコプロダクツ

大型コンテナ船用高強度高靭性厚板大型コンテナ船用高強度高靭性厚板

コンテナ船の大型化（4,000→8,000個以上）に対応した高強度高靭性厚板と溶接技術を提供

許容設計応力の増大→輸送効率の改善（約3%） →ＣＯ２削減（年間▽1,000㌧CO2／隻）に貢献

鋼材の強度２０％向上で板厚４０％減

40

50

60

70

80

90

100

4000 10000
コンテナ船の規模（コンテナ積載個数）

最
大

板
厚

(m
m

)

従来鋼従来鋼
（降伏応力（降伏応力4040ｷﾛ級）ｷﾛ級）

従来鋼での

建造領域

開発鋼による

建造可能領域

重量増､安全性､
重量ﾊﾞﾗﾝｽ等

の理由から限界

超大型コンテナ船へのニーズ

鋼材強度を鋼材強度を2020％向上％向上

縦曲げ作用応力大

板厚厚手化

コンテナ用大開口

縦曲げ作用応力大

板厚厚手化

コンテナ用大開口

＜コンテナ船断面図＞

開口部大

波浪等による荷重

上部甲板部には大きな荷重が作用し厚手化が必要。
高強度高靭性鋼の開発により、厚手不要で安全な
大型コンテナ船を実現可能。

造船業界との共同で
高強度（ＹＰ４７キロ級）高靭性厚板を開発

8,000個コンテナ船の完工（2007年）

現在の受注量は30隻以上

開発鋼開発鋼

（降伏応力（降伏応力4747ｷﾛ級ｷﾛ級))
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○日中鉄鋼業交流会、ＡＰＰ、国際鉄鋼協会等での
セクトラル・アプローチについての取組み

３．鉄鋼業における国際的なセクトラル・
アプローチ

３．鉄鋼業における国際的なセクトラル・
アプローチ



19Copyright (C) 2008 NIPPON STEEL Corporation All Rights Reserved.ＧＩＥＳ ２００８

世界全体のCO2排出量をセクター別に分類すると、
①APPの協力対象分野（電力、鉄鋼、セメント、電機機器等）の比率は約５割（53％）であり、
②上記に自動車分野を加えれば、約７割（70％）を占める。

世界全体のセクター別ＣＯ２排出量世界全体のセクター別ＣＯ２排出量
国際技術協力国際技術協力

転換部門
４９．９％

産業部門
１６．２％

民生部門
１２．６％

運輸部門
２１．２％

発電部門：発電＋自家発
３６．６％

その他転換
１３．３％

鉄鋼
５．２％

セメント
２．２％

その他交通
４．０％

業務、他
３．９％

その他産業
８．９％

家庭
８．７％

自動車
１７．２％

（注）各部門排出量は直接排出量（電気は全て発電部門にカウント）。熱に関しては各部門の需要に応じて按分している。
セメントなどの工業プロセスから排出されるＣＯ２はカウントされていない。

（出典）ＩＥＡ
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（１） 大幅な削減ポテンシャルの存在
世界の全CO2排出量の7割強を占める発電、製鉄、セメント製造、運輸（自動車）、
民生（電気機器）において、既存の環境・省エネ技術（ベスト・アベイラブル・テクノ
ロジー：ＢＡＴ）が普及すれば、世界全体で大きな削減が期待できる。

（火力発電17億トン、鉄鋼３億トン）

（２） 具体的な技術移転の促進
途上国において取り組むべき具体的な技術ニーズが明確となるため、個別、具
体的取組みが可能となる。

（３） 目標設定における衡平性の確保
競争力確保の観点から同一のセクターにおいて目指すべき方向性（エネル

ギー効率の向上）が明確になる。また、国情の違いなどを踏まえた衡平性のある
目標を設定することができる。

（４） 炭素リーケージの防止
国境を越えてセクターごとに目標を設定するので、国単位での目標設定の場合
に発生する炭素リーケージを防止できる。

国際技術協力国際技術協力

「セクター別アプローチ」の有効性「セクター別アプローチ」の有効性
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国際技術協力国際技術協力国際技術協力国際技術協力

20052005年年77月月44--55日日::第第11回会合回会合 北京北京

20062006年年1111月月11--22日：第日：第22回会合回会合 別府別府

日本鉄鋼連盟と中国鋼鉄工業協会は、日本鉄鋼連盟と中国鋼鉄工業協会は、
○資源の有効利用や地球環境保全を進める観点から、○資源の有効利用や地球環境保全を進める観点から、
引続き、環境保全・省エネに関する交流を進める引続き、環境保全・省エネに関する交流を進める
ことが重要と認識する。ことが重要と認識する。
○継続的に環境保全と省エネに関し、情報及び専門○継続的に環境保全と省エネに関し、情報及び専門
家交流を実施する。家交流を実施する。

合意事項

○環境技術・省エネ技術を網羅したガイドブックを作成し、両国間で共有。○環境技術・省エネ技術を網羅したガイドブックを作成し、両国間で共有。
○日本○日本3131名、中国名、中国3030名の参加による専門家交流会を実施。名の参加による専門家交流会を実施。
省エネルギー技術・環境技術に関する活発な討論を実施。省エネルギー技術・環境技術に関する活発な討論を実施。
大分製鉄所環境設備を見学。大分製鉄所環境設備を見学。

20072007年年99月月2626--2828日：第日：第33回会合回会合 北京北京

○環境技術・省エネ技術に関する発表（日本側○環境技術・省エネ技術に関する発表（日本側44件、中国側件、中国側55
件）件）
○唐山製鉄所見学○唐山製鉄所見学
○日本○日本3636名、中国側名、中国側5656名の出席名の出席
**第第22回日中経協環境フォーラムと同調開催回日中経協環境フォーラムと同調開催

中国側からの発表内容、中国側からの発表内容、
質問内容が年々高度に質問内容が年々高度に
なってきているなってきている

日中鉄鋼業環境保全・省エネ先進技術交流会日中鉄鋼業環境保全・省エネ先進技術交流会
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2005年に官民連携で発足。7カ国メンバー(豪州、中国、インド、

日本、韓国、米国、カナダ）で、エネルギーと環境問題へ対応。

技術に立脚した、セクター別ボトムアップ型のアプローチ

よりクリーンな化石エネルギー/ 再生可能エネルギーと分散型電源/ 発電及び送電 / 鉄鋼 / アルミニウム

/ セメント/ 石炭鉱業/ 建物及び電気機器

APP 7カ国は、全世界の経済、人口、およびエ
ネルギー消費の約半分を占め、全世界の石炭
の約65%、鉄鋼の約60%、アルミニウムの約37%、
セメントの約61%を生産している。

第1回TF：2006年7月＠バークレイ
第2回TF：2006年9月東京
第3回TF：2007年3月カルカッタ
第4回TF：2007年11月シドニー

20.24

5.27

5.14

5.30

3.65

0.86

9.57

4.98

36.10

36.09

0 10 20 30 40

CDQ

石炭調湿設備

COG 回収

焼結ｸｰﾗｰ排熱回収

BFG 回収

TRT

微粉炭吹き込み

熱風炉排熱回収

BOFガス回収

BOFガス顕熱回収

million t / year

<削減ポテンシャル調査>

国際技術協力国際技術協力

State-of-the-Art  Clean 
Technologies Handbook
(SOACT)

101の環境･省エネ技術を掲載。
内63技術は日本からの提供

http://asiapacificpartnership.org/

アジア太平洋パートナーシップ
（APP）

アジア太平洋パートナーシップ
（APP）

APPの鉄鋼業で約1.3億tの
削減ポテンシャルがある

APPの鉄鋼業で約1.3億tの
削減ポテンシャルがある
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●IISIにおいては抜本的にCO2排出削減をもたらす「CO2ブレークスループロ
グラム」(2003年10月スタート）に取組んでいる。各地域での情報交換を経て、
2008年から連携の強化、共同研究体制への移行を検討中。

●製鉄プロセスにおける、CO2の分離回収、水素利用、電解精錬、バイオマス活
用、溶融還元の５テーマ が候補に挙がっており、日本はCO2の分離回収、水
素利用分野に参画する予定。

国際鉄鋼協会 CO2ブレークスループログラム (2003．10～）

国際鉄鋼協会ステートメント (2007．10）

●地球温暖化対策の推進にはグローバルな、セクトラル・アプローチが最善。

●現在EUで行われているようなCap and Trade政策は、CO2排出量削減に効果
的ではなく、解決策とはならない。

●全ての主要製鉄国の参加と、生産単位当りCO2排出量の改善に焦点を当てる
ことにより、既存技術の普及・移転と革新的な技術開発を推進。

国際鉄鋼協会（ＩＩＳＩ）：世界６０カ国、１８０の企業・団体が加盟する業界団体。

国際技術協力国際技術協力

鉄鋼業における国際連携のあり方について鉄鋼業における国際連携のあり方について
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日本プログラム
鉄連（JISF）

北米プログラム

南米プログラム

韓国プロ
グラム

CO2 分離回収や水
素製造などセクター
を超えたテーマも含
む

欧州

ULCOS
*Ultra Low CO2 Steelmaking

豪州プロ
グラム

バイオマス など

鉄鉱石の電気分解な
ど基礎研究（大学との
連携）が中心 高炉ガスからCO2分離とガ

スリサイクルなど低炭素鉄
鋼製造、溶融還元などが中
心テーマ、EU域内の国際
的な連携

●IISIにおいては抜本的にCO2排出削減をもたらす「CO2ブレークスループログラム」(2003年10月ス
タート）に取組んでおり、日本鉄鋼業としても引き続き強力に推進。

●現在、製鉄プロセスにおけるCO2の分離回収、水素利用、電解精錬、バイオマス活用、溶融還元
の５テーマが候補に挙がっており、日本はCO2の分離回収、水素利用分野に参画する予定。

Phase-1: ｼｰｽﾞ技術の評価・基礎研究（2008年をﾀｰｹﾞｯﾄ）
Phase-2: パイロットプロジェクト（2008年～ ）

国際技術協力国際技術協力

IISI CO2 Break-through Program (2003.10～)IISI CO2 Break-through Program (2003.10～)
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日本鉄鋼業が取り組む技術開発日本鉄鋼業が取り組む技術開発

COURSE 50
COCO2 UUltimate RReduction in SSteelmaking Process by Innovative Technology For Cool EEarth 5050

2050年に向けたＣＯ２排出量抜本的削減

１．ＣＯ２の分離・回収 ２．鉄鉱石の水素還元

経産省-ＮＥＤＯ-鉄鋼連盟-高炉5社 （H20.4
～）

IISI-CO2-Breakthrough プログラム
EU-ULCOS国際連携

国際技術協力国際技術協力
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ＣＯＧ改質技術
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○京都議定書の評価を踏まえた、新たな枠組みの
構築

４．ポスト京都議定書に向けて４．ポスト京都議定書に向けて



27Copyright (C) 2008 NIPPON STEEL Corporation All Rights Reserved.ＧＩＥＳ ２００８

その他途上国

23%

韓国 2%

インド 4%

中国 18%

豪州 1%

米国 22%

削減義務のある

他の先進国 9%

フランス 1%

イタリア 2%

カナダ 2%

英国 2%

ドイツ 3%

日本　5%

ロシア 6%

出典：IEA

削減義務ある
先進国４７％

２３％

３０％

離脱した米・豪

途上国

ポスト京都ポスト京都

世界のエネルギー起源二酸化炭素排出量（２００４年）世界のエネルギー起源二酸化炭素排出量（２００４年）
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オイルショック以降の
技術開発、省エネ投資効果

（日本の早期努力分）
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国別排出枠の実質レベル （1990年時点)国別排出枠の実質レベル （1990年時点)
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アルセロール・ミッタル／ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸ

（117.2百万㌧／年）

内EUでの生産は3分の１

新日鉄／日本 （32.7）

ＪＦＥ／日本 （32.0）

排出制約あり 排出制約なし

ＰＯＳＣＯ／韓国 （30.1）

宝山鋼鉄／中国 （22.5）

Ｕ.Ｓ.Ｓｔｅｅｌ／米国 （21.2）

Ｎｕｃｏｒ／米国 （20.3）

2

3

4

5

6

7

1

生産量2000万㌧／年以上（2006年）の世界の主要鉄鋼メーカー

（生産量とCO2排出制約義務の有無）

世界の主要な鉄鋼メーカーのうち、実質
的なＣＯ２排出制約を負っているのは、
日本のみ。
（欧州のアルセロール・ミッタルは３分の
１のみ制約あり。生産拠点間での生産
調整も可能）

ポスト京都ポスト京都

京都議定書における日本鉄鋼業への影響京都議定書における日本鉄鋼業への影響
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１．温暖化対策の条件
（1）全ての主要排出国の参加
（2）技術が軸 （ソリューション）

（3）技術基盤を共有する主要産業の国際連携 （セクトラル・アプローチ）

２．日本産業界の役割

（1）たゆまぬ技術開発を通じて、製造技術ならびに製品について
世界最高水準のエネルギー効率を維持・追求。

（日本産業の強みである「素材から部品、最終製品までの
産業間連携や資源・エネルギーの産業間での有効利用」）

（2）優れた製造技術・製品の移転・普及を通じて地球規模での
温暖化対策に貢献。

（3）革新的な技術開発を促進。(Cool Earth 50の推進)

まとめまとめ
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新日本製鐵株式会社


